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研究成果の概要（和文）：　津波を沖合で検知するGPS津波計の開発を進めている．これまでに実用された計測システ
ムをより沖合に展開するには，GPS測位法の改良と陸上へのデータ伝送方法の改良が必要であった．
　まず、GPS海洋ブイ上で取得できるGPSデータだけで精密に単独測位出来る測位法を明らかにした．次に，準天頂衛星
初号機「みちびき」と技術試験衛星Ⅷ型「きく8号」を用いて，ブイ上で津波データを求めて，その結果を伝送出来る
ことを示した．これらの技術開発に基づいて，世界の大洋のどこにでも設置出来るGPS津波計測システムを室戸岬沖の
実験機で実証的に提示した．

研究成果の概要（英文）： A new tsunami observation system has been developed, which employs the GPS techno
logy to detect a tsunami before it reaches the coast. After a series of preliminary experimental studies, 
the GPS buoy system is employed along the Pacific coast and Japan sea coast.
 Currently, the GPS buoy system uses RTK (Real Time Kinematic) method which requires land base for precise
 positioning of the buoy. This limits the distance of the buoy from the coast at most 20km. There are two 
problems to be conquered, one is the precise GPS positioning and the other is the data transmission method
s. The algorithm of PVD (Point precise Variance Detection) method and PPP-AR (Precise Point Positioning wi
th Ambiguity Resolution) method are successfully under examination in the Muroto GPS buoy. Also, the satel
lite communication system using QZSS (Quasi-Zenith Satellite System) and ETS-VIII (Engineering Test Satell
ite VIII) were introduced for this GPS tsunami observation system experimentally.
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９，Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
津波の被害から住民と国土を守ることの

重要さは多言を要しない．一方で，従来の津
波警報，注意報が地震の情報に基づいた津波
伝播シミュレーション計算だけで予報され
ていることの問題があった．実際の計測値を
反映させた確実な情報を発信するには，沖合
での津波計測システムの開発が強く望まれ
ていた．この課題の抜本的解決に向け，それ
までにあった計測方法とは全く異なった方
式の GPS 津波計を開発してきた． 

岩手県大船渡市沖に設置した実験用 GPS津
波計測システムで 2003 年 6 月のペルー沖地
震に伴う波高 10cm 程度の津波の検知に初め
て成功したほか，2003 年 9 月の十勝沖地震
に伴う津波の観測にも成功し，GPS 津波計に
よって cm オーダーの精度で津波を検知出
来ることを示した．高知県室戸岬南方沖13 km 
に設置した GPS 津波計では，2004 年に捉え
た紀伊半島沖地震津波が，その振幅，位相共
に伝播シミュレーションの結果と長時間に
わたって良い相関を示し，GPS 津波計による
観測データが学術的にも高い価値を持つこ
とを示した． 

これらの成果によって，「GPS 津波計」は
国土交通省が運用している全国波浪観測網
の一部として取り入れられ，「GPS 波浪計」
として全国展開が開始されて実用に至った．
この GPS 津波計に対して，さらなる機能アッ
プを求める多くの要望が寄せられていた． 
 
２．研究の目的 

GPS による津波の計測は，RTK（Real Time 
Kinematic）法による精密測位をその基盤技
術としていた．一方で，RTK 測位方式には，
緯度経度標高が明らかな基準局の GPSデータ
を必要とし，基準局と GPS 海洋ブイとの離岸
距離は 20 km 程度が限界であった．海溝型巨
大地震による津波の計測には，離岸距離 100 
km 以上を目指す必要があり，GPS 測位法とデ
ータ伝送方法の改良が要請されていた．また，
GPS 津波計の役割は，沿岸住民にいち早く正
確な観測結果を伝えると共に，より付加価値
の高い津波情報として伝えることが望まれ
ている． 

この時点までの研究開発の中で，GPS 津波
計による観測値と津波伝播シミュレーショ
ンが一致することを示してきた．これは，観
測した津波波形から波源を推定することが
可能であることを示唆している．すなわち，
より正確な津波予報発信への可能性を提示
したことになる．これらの課題と機能拡大を
実現し，世界の津波予報への貢献を目指すこ
とが技術開発の目標である． 

GPS 津波計の沖合展開の技術開発を達成し
た後，これを維持管理するための方策を示す
こともその適用上の重要な課題である．深刻
な被害をもたらす数十年に一回程度の津波
を待ち受けるには，GPS 津波計が日常的に使
われている中で非常時に備えるコンセプト

が不可欠である．開発した GPS 津波計では，
数秒から十数秒の周期をもつ波浪，数分から
数時間の周期をもつ津波，日単位の周期をも
つ潮汐の何れに対してもこの一つの測器で
同じ精度で計測出来る．この優れた機能が，
沿岸堤防や港湾の設計に必要とする近海の
波浪計測における実用化での大きいアドバ
ンテージとなった．これにならって，さらに
沖合いに展開する場合の日常的活用の方向
性を示すことが必要である． 
また，災害科学の観点からは開発された技

術がどのように防災に活用できるのか，とい
う視点が重要である．すなわち，津波観測ネ
ットワークの監視データを取り込んだ津波
予測数値解析の高度化などにも取り組む必
要がある．また，当初は無線伝送技術とイン
ターネットを組み合わせたリアルタイム監
視システムを開発しただけであったが，地方
自治体との連携によって災害弱者に対して
もよりフレンドリーな公助情報の発信を考
えて行かなければならない． 
これらの課題を克服し，世界でも初めての

総合的な海洋海底の地震・津波防災に資する
防災システムを構築することを最終目的と
している． 
 
３．研究の方法 

本研究は,二つのステージを設定して進め
てきた．第１のステージは，科研費基盤研究
(A)17201038 から引き継いだ室戸岬西方沖
13km の GPS 津波計（2008 年 4 月～2011 年 11
月）による継続的観測とそれを用いた要素技
術開発である．これに供した計測システムで
は，全ての GPS 搬送波位相データを高知高専
に集め，GPS 測位法の改良に取り組める環境
を整えた．第 2 のステージは,開発した要素
技術を組み込んで，さらに沖合のブイで観測
システムを構築し,その有効性を実証するこ
とである．これには，室戸岬南方沖 35km に
設置されている黒潮牧場 16 号ブイと陸上デ
ータ中継局として室戸青少年自然の家の屋
上を借用して観測システムを構築し，GPS 波
浪計・津波計・潮位計（2012 年 4 月～）とし
て機能させることとした． 
 

４．研究成果 
室戸岬沖の実験サイトで得られるデータ

を用いて行った研究開発の成果を，要素技術
ごとに示す． 
（１）GPS 測位法 
本開発の一連の研究の学術的効果に GPS測

位技術への貢献がある．GPS 津波計の測位方
法に RTK 法を使っている限り，精度確保のた
めの基準局の頸木から逃れることは出来な
い．これへの対応として，基準局を用いない
単独での測位を精度良く解析できる測位法
を開発することが，研究目標達成への必然的
な方向性であった．これまでに，PVD (Point 
precise Variance Detection）法と名付けた
測位法を開発し，日米加の特許として成立さ



せている．欧米を中心に発展してきた GPS 測
位法の中での知的財産権を有する国産測位
法である．室戸岬沖の実験機の波浪計測にお
いて，この測位法は RTK 法と同等の精度を有
するとともに，長距離 RTK 法よりはるかに信
頼度の高い計測法であることを実証した．た
だ，この PVD 法には，長周期の海面変位には
対流圏の水蒸気量や電離層の時間的変化と
の弁別に困難性があった．これについては原
点に戻り，RTK 法の長距離化や従来からある
PPP（Point Precise Positioning）法の精度
向上に取り組んだ． 

室戸岬西方沖 13km 沖 GPS 津波計から約
50km 離れた高知高専屋上に基準局を設置し
て改良を進めた．これらの検討の結果，対流
圏の水蒸気量を分布関数として与えること
が測位の安定性の確保に効果的であること
が明らかとなった．第 2ステージの黒牧ブイ
GPS 津波計において，この改良 RTK 法（RTNet）
を適用することによって，約 80km 離れた高
知高専屋上の基準局との間で安定した測位
結果を得ることが出来た． 

PPP 法に関しては，研究協力者の Dr. 
Rocken らが，精密暦（時計と軌道）を国土地
理院の電子基準点から求め，これを用いて整
数値不定性を解いた PPP-AR（Precise Point 
Positioning with Ambiguity Resolution）
法で RTK法に迫る測位精度が得られることを
明らかにした．第２ステージの黒牧ブイ GPS
津波計では，この PPP-AR 法も導入した．観
測結果は，リアルタイムに図１に示す画面を
ホームページ上で公開し防災の３助（自助，
互助，公助）に貢献できるシステムであるこ
とを実証した． 

 
（２）データ伝送 
１）400MHz 帯無線 

沖合展開における長距離通信方式として
気象援助局無線(400MHz 帯,1W)を適用するた
め，八木アンテナの多素子化，スタック，空
間・周波数ダイバーシティ，フィルタ・アン
プの使用などを検討し，室戸岬西方沖 GPS 津
波計と約 50km離れた三宝山（高知県香南市，
標高 240m）との長期間の通信実験で良好な結 
 

 
図１ リアルタイムデータ公開 

（http://www.tsunamigps.com/） 

果を得た．この無線通信は，第 2ステージの
黒牧ブイ GPS 津波計において，海上からの無
線通信の中継局（標高 280m，黒牧ブイとの距
離約 40km）として借用した室戸青少年自然の
家の屋上との間で長期間安定して機能した． 
２）衛星通信 
 本研究期間中に発生した東日本大震災で
浮かび上がった GPS 津波計の課題は，沖合の
津波の全波形を記録しながらも，停電による
陸上通信網の寸断によって最大波であった
第 1波をリアルタイム配信した後にデータの
配信が停止したことにあった．また，100km
超の海域ではその伝送手段が無いのが現実
である．これらに対して，衛星通信が唯一の
実現可能な方式と考えられる． 
ブイ上でのリアルタイム精密単独測位

(PVD法，PPP-AR法)が実現していることから，
測位結果としての海面変位データだけの伝
送を考えれば，50bps 程度の伝送速度でも海
面変位の情報伝送が可能である．このときの
通信技術上の課題は，絶え間なく動き続ける
GPS ブイに対応できる無指向性のアンテナの
利得の不足である．これには，技術試験衛星
「きく 8号」が持つ外形 19m x 17m の大型展
開アンテナ 2面を活用し，これによって微弱
電波の送受信を確保することができる． 
ここでは，図２に示すように PPP-AR 法で

必要とする精密暦を準天頂衛星初号機「みち
びき」の LEX（L-band EXperiment）信号に載
せて放送的に発信し，「きく８号」によって，
被害の無い遠隔地域に津波データを送る機
能確認実験を行い，良好な結果を得た．将来，
これらの研究成果を活用できる防災用通信
衛星が打ち上げられることを切望している． 
 
（３）情報伝達 
１）津波シミュレーションと観測値の融合 

による精度・信頼性の高い津波予測 
 室戸岬沖に設置した GPS津波計の津波の観
測結果は，観測値を用いてシミュレーション
の補正を行い，より正確な津波の到達高さと
時刻を提供することに道を拓いた．南海トラ 

 
 
図２ 衛星通信を活用した GPS 津波計実験 



フ沿いの地震津波は，東海から四国沖に設置
される GPS 津波計により観測される．地震発
生から 15 分間のこれらの観測データを使う
ことにより，津波第１波の到達時間や津波高
さを予測可能であることを数値実験により
明らかにした． 
２）住民にフレンドリーな情報発信 

これまでの開発における津波情報の発信
は，公的機関や地域住民へも一様にインター
ネットの利用を中心に実施してきた．加えて，
災害弱者の情報受信に視点を移し，これまで
の試行でその可能性の大きさを確認できた
ミニ FM 局の活用を図った．これを実証する
ために，実験に供している GPS 津波計の設置
地域自治体である室戸市と協力して，避難場
所として想定される同市内の小中学校 3校に
ミニ FM 発信局を設置し，室戸岬西方沖の海
象情報の伝達実験を行った．また，漁業，海
岸工事の安全確保などに必要な海象・気象情
報を日常的に発信しながら，非常時に備える
機器の運用が理想的である．このことから，
同市内の漁業関係機関にも海水温・流向流
速・波浪などの日常的気象海象情報を発信で
きるミニ FM 局を設置してその利用状況調査
を行い，携帯電話の QR コード利用による情
報発信を含めて地域住民によりフレンドリ
ーな伝達手段であることを確認し，それを支
える技術を確立した． 

 
（４）ブイシステム 

水深 300m～2500m までの 5ケースの水深に
設置出来る GPS 海洋ブイの試設計を行った．
室戸岬沖 100km 沖合の水深は約 2500m であり，
その試設計結果から，高知県水産振興部がこ
の海域に展開している黒潮牧場 16 号ブイが
その機能を有していることが明らかになっ
た．そこで，沖合実験機としての利用を申し
込み，ブイの安定計算を経て，第 2ステージ
での実験機として GPS 波浪計・津波計・潮位
計として機能させることの許可を得た． 

ブイの設置と揚収には，GPS 津波計の係留 

 
図３ 揚収実験中の GPS 海洋ブイ 

索を海底に展開してブイの海面変動への追
随性を確保するなどの目的を達成できる施
工計画と安全な海上作業の確保が重要な課
題である．図３に示すように室戸岬西方沖
GPS 津波計を用いて揚収実験を実施し，係留
系の耐久性設計に必要とする諸データを採
取した．その結果，これまでの係留設計の妥
当性を確認することが出来，今後の係留索摩
耗設計に活用出来るデータを得ることが出
来た． 
 
（５）海中音響システム 
 本研究開発の目指すところは革新的海
洋・海底防災システムである．GPS 海洋ブイ
のもつ波浪計・津波計・潮位計の基本機能に
加えて，多様な海洋観測機能を装備すること
が実用機の展開において重要である．ここで
は，GPS 海洋ブイに容易に搭載出来る海中音
響システムを用いて二つの技術課題に取り
組んだ．第１に，海底地殻変動観測機として
機能させることである．これまでの観測のた
めに船舶で出動する方式ではなく，ブイでの
常時観測と陸上へのデータ常時伝送による
連続観測システムとすることを実験によっ
て確認した．第 2に， GPS の不備を補完する
形で海中音響技術を組み合わせた海面変動
観測機を指向した．これの計測アルゴリズム
を内外 6カ国に特許出願を行った． 
 
（６）まとめ 
GPS 津波計を核にした防災システムは，津

波の襲来から沿岸住民の生命と財産を守る
ことにある．東北地方太平洋沖地震の際に，
釜石沖に設置していた GPS津波計のデータが
気象庁の予報値の変更に寄与できたことか
ら，その活用に社会的な関心が高まった．こ
れらのことから，気象庁は平成 25 年 3 月の
津波警報内容変更に当たって，図４に示すよ
うに GPS津波計による観測データを予測に活
かして行くことにした．これによって，本研
究の目指した公助情報への取り込みの目標
を果たすことが出来た． 
本研究の提案時点で提示した研究課題は

全てに対応出来た．目標とした 100km 超えの
離岸距離も制限が無いところまで進展し，大
きく目標を上回ることができた．これらの成 
 

 
図４ 気象庁の新しい津波警報 
 （気象庁パンフレットより） 



果を基礎にして実証試験にのぞんだ室戸岬
沖の第 2ステージ実験では，リアルタイムデ
ータ公開 http://www.tsunamigps.com/を続
けた．これには GPS 測位法として，波浪計測
に精密単独変位計測法の PVD 法を用い，津波
と潮汐の計測には長距離対応 RTK（RTNet）法
と精密単独測位法の PPP-AR 法をハイブリッ
ド的に使用したことによって，安定した観測
値を 2年間にわたって継続して提供すること
ができた．本研究の実験サイトである室戸岬
周辺を中心に四国の太平洋沿岸の住民の
方々が，室戸岬沖の波浪と津波のリアルタイ
ムデータに期待を寄せていた.「いつでも，
だれでも，どこからでも」このデータにアク
セスできるようにしてきたことで，自助・互
助に役立たせることへの要請にも応えるこ
とができた． 

技術開発に加えて，津波防災にとって重要
なことは沿岸住民の防災意識の充実である．
これには，津波発生時の正確な予報が出され
ることが最も効果的である．また，津波に対
する正しい知識をもつことも必要である．こ
の視点で，「津波について考える」とのタイ
トルの出前授業を，高知県内 10 校の小中学
生を対象にして実施した．これらは，研究成
果の地域への還元の一環としても位置付け
ることができる． 
GPS 津波計は，開発当初にその基本機能を

確認したところで国内特許の出願をし，特許
第 3803177 号として成立している．この特許
に対して 2010 年 7月 30日に常陸宮殿下妃殿
下のご臨席のもと，全国発明賞を受賞したこ
とはまことに光栄である．また，研究開発の
節目節目でマスコミによって多くの報道（新
聞報道：63 件）がなされた．このように大所
高所からの社会的認知の支援を受けている
ことは，次世代の GPS 海洋ブイの展開が期待
されていることの証と考えることができる．
これを実現していくことによって，西太平洋
全域で津波の広域情報をリアルタイムに得
られることに加えて，本研究で明らかにした
海底地殻変動の連続広域観測，陸上の GPS 電
子基準点を用いて実現されている可降水量
推定の GPS 気象学，電離層の消長を観測する
宇宙天気予報などへ GPS海洋ブイが利用され
ることになり，地球観測機としての重要な役
割を果たすことになるであろう． 
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